
第11次中期経営計画
わたしたちは、「5C」を行動の指針として
　　創立70周年に向けて飛躍してまいります

2018.4　▶　2021.3

70周年に向けて総仕上げ

～行動の原点は、中小企業専門金融機関～
これまでも、そしてこれからも、地域になくてはならない福岡中央銀行となるために

基本方針
主要施策

顧客本位の商品、
サービスの提供による
顧客満足度の向上

地元中小企業に
特化した

営業基盤の拡充

営業基盤の拡大と
生産性の向上により、
収益力を強化する。地元中小企業のニーズに

寄り添ったサービスを提供し、
共に喜び、共に発展する。

人材の育成と適正な評価により、
活気ある組織づくりを行う。

コンプライアンスの遵守と
ガバナンスの強化により、
地元で一番信頼される銀行を

目指す。
役務収益の増強

コンプライアンス遵守の
カルチャー醸成と
経営管理態勢の強化

顧客本位の金融サービス
に向けた人材育成と
適正な評価体系の構築

業務の合理化・
効率化による
生産性の向上

Chance
（チャンス）Challenge

（挑戦）
Change
（変革）

Communication
（コミュニケーション）

Compliance
（コンプライアンス）
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金融再生法開示債権の保全内訳 （単位：百万円）
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金融再生法開示債権の状況（2020年3月期末）

正常債権
96.42%

（3,739億円）

不良債権
3.58%

（139億円）
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2. 
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用 語 解 説  

）（

　2019年3月期の金融再生法開示基準による当行の不良債権額は147億34百万円、不良債権比率は3.91%となりました。
　当行は、堅実経営をモットーに信用リスクの管理強化に努め、また「金融検査マニュアル」で示された、資産査定、引当
基準の考え方を踏まえ、自己責任に基づき、かつ外部監査人との合意のもと、十分な貸倒引当金の繰入を実施しておりま
す。不良債権に対しての担保・保証等や貸倒引当金による保全率は91.11％で、残りの部分に対しても自己資本での対応
が十分可能です。
　今後も皆さま方の資金需要にお応えしながらも、審査、リスク管理を徹底しながら、資産の健全性維持に努めてまいります。

福岡県内の個人・中小企業の皆さまへの貸出を
基本としております。

厳格な資産査定と適切な保全・引当で、資産の健全性維持に努めております。

不
良
債
権
額

不
良
債
権
比
率

　当行は、“地元に親しまれ、信頼される銀行”を目指して、
地域の皆さまの資金需要に対して積極的に取組んでまい
りました。特に、地元中小企業および個人の皆さまの資金
需要に最大限お応えした結果、2019年3月末における
貸出金のうち、中小企業等向け貸出金割合は92.52％、
貸出先件数割合は99.89％に達しております。
　今後とも引き続き地域金融機関として個人・中小企業
の皆さまの健全な資金需要に対して的確にお応えし、地
域社会の発展に貢献していきたいと考えております。

（単位：億円）

（単位：％）（単位：百万円）

貸出金残高 中小企業等向けの貸出金残高 うち個人ローン
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金融再生法開示債権
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金融再生法開示債権の保全状況（2020年3月期末）

保全部分
91.18%
（127億円）

未保全部分
8.82%
（12億円）

総与信額
（3,878億円）

破産手続開始、更生手続開始、再生手続
開始の申立て等の事由により、経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及び
これらに準ずる債権。

債務者が経営破綻の状態には至ってい
ないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利
息の受取りができない可能性の高い債
権。

債務者の財政状態及び経営成績に特に
問題がないものとして、上記1から3ま
でに掲げる債権以外のものに区分され
る債権。

3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和
債権。

有価証券評価損益

経常利益 当期純利益

（単位：百万円） （単位：億円）
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　有価証券評価益は、前年比2,029百万円減少し、
2,276百万円となりました。有価証券評価損は、前年比
1,033百万円増加し、1,668百万円となりました。

金融再生法開示債権・不良債権比率

　不良債権額（金融再生法ベース）は、不良債権処理の進
捗から前年比8億円減少し139億円となりました。不良
債権比率も前年比0.33%低下いたしました。
　金融再生法開示基準に基づく不良債権額は139億円、
総与信に占める割合は3.58%です。
　また、不良債権額の保全率は91.18%となっており、
未保全部分は12億円と、自己資本により十分カバーされ
ております。

預かり資産残高

　預かり資産残高は、個人年金保険等が前年比5億円増
加したものの、投資信託が前年比32億円減少したことに
より、前年比29億円減少し、407億円となりました。
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総預金・個人預金残高比率

コア業務純益

　譲渡性預金を含めた総預金残高は、譲渡性預金の減少に
より、前年比150億円減少し4,617億円となりました。個
人預金の全体に占める割合は、71.9%となっております。

公共債残高 個人年金保険等残高投資信託残高 （単位：億円）
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　銀行の安全性・健全性を示す最も代表的な指標が自
己資本比率です。
　自己資本比率は国内のみで営業している銀行の場
合、国内基準である4%以上の確保が求められておりま
す。
　2020年3月期においては、2020年3月に実施した
第三者割当増資により、前年比1.22%上昇し8.24%
となりました。
　当行の自己資本比率は国内基準4%を大きく上回っ
ており、高い安全性を維持しております。今後も収益力
を高め内部留保を積み上げることにより、自己資本の充
実を図ってまいります。
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　貸出金は、前年比110億円増加し、3,874億円となり
ました。中小企業等向け貸出金比率は、全体の90%を占
めております。
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預かり資産残高
　預かり資産残高は、前年同期比で9億円増加して436
億円となりました。

　有価証券残高は、838億円となりました。
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　銀行の安全性・健全性を示す最も代表的な指標が
自己資本比率です。
　自己資本比率は国内のみで営業している銀行の場
合、国内基準である4％以上の確保が求められており
ます。
　2019年3月期においては、バーゼルⅢにおける
自己資本比率規制の段階適用による影響や、貸出金
が順調に伸びたことに伴うリスク・アセットの増加に
より前年同月比0.26ポイント低下し7.02％となり
ましたが、当行の自己資本比率は国内基準4％を大
きく上回っており、高い安全性を維持しております。
　今後も収益力を高め内部留保を積み上げることにより、
自己資本の充実を図ってまいります。
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　コア業務純益（除く投資信託解約損益）は、前年比215
百万円減少し、863百万となりました。

当期純利益

　当期純利益は、法人税等の減少により、前年比65百万
円増加し、544百万円となりました。
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用 語 解 説

1. コア業務純益とは

2. 経 常 利 益とは

3. 当 期 純 利 益とは

預金や貸出金、為替業務などであげた利益（業務純益）から
一時的な変動要因を除いた、銀行の本来業務での利益です。
銀行が本業を含めて普段行っている継続的な活動から得ら
れる利益です。
経常利益に特別損益と税金等を加減算した最終的な利益です。
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（貸出金は左軸、中小企業向け貸出金比率は右軸） （総預金残高は左軸、個人預金残高比率は右軸）
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金融再生法開示債権の保全内訳 （単位：百万円）
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金融再生法開示債権の状況（2020年3月期末）

正常債権
96.42%

（3,739億円）

不良債権
3.58%

（139億円）
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用 語 解 説  

）（

　2019年3月期の金融再生法開示基準による当行の不良債権額は147億34百万円、不良債権比率は3.91%となりました。
　当行は、堅実経営をモットーに信用リスクの管理強化に努め、また「金融検査マニュアル」で示された、資産査定、引当
基準の考え方を踏まえ、自己責任に基づき、かつ外部監査人との合意のもと、十分な貸倒引当金の繰入を実施しておりま
す。不良債権に対しての担保・保証等や貸倒引当金による保全率は91.11％で、残りの部分に対しても自己資本での対応
が十分可能です。
　今後も皆さま方の資金需要にお応えしながらも、審査、リスク管理を徹底しながら、資産の健全性維持に努めてまいります。

福岡県内の個人・中小企業の皆さまへの貸出を
基本としております。

厳格な資産査定と適切な保全・引当で、資産の健全性維持に努めております。

不
良
債
権
額

不
良
債
権
比
率

　当行は、“地元に親しまれ、信頼される銀行”を目指して、
地域の皆さまの資金需要に対して積極的に取組んでまい
りました。特に、地元中小企業および個人の皆さまの資金
需要に最大限お応えした結果、2019年3月末における
貸出金のうち、中小企業等向け貸出金割合は92.52％、
貸出先件数割合は99.89％に達しております。
　今後とも引き続き地域金融機関として個人・中小企業
の皆さまの健全な資金需要に対して的確にお応えし、地
域社会の発展に貢献していきたいと考えております。

（単位：億円）

（単位：％）（単位：百万円）

貸出金残高 中小企業等向けの貸出金残高 うち個人ローン
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金融再生法開示債権
（金融再生法開示債権は左軸、不良債権比率は右軸）
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金融再生法開示債権の保全状況（2020年3月期末）

保全部分
91.18%
（127億円）

未保全部分
8.82%
（12億円）

総与信額
（3,878億円）

破産手続開始、更生手続開始、再生手続
開始の申立て等の事由により、経営破綻
に陥っている債務者に対する債権及び
これらに準ずる債権。

債務者が経営破綻の状態には至ってい
ないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利
息の受取りができない可能性の高い債
権。

債務者の財政状態及び経営成績に特に
問題がないものとして、上記1から3ま
でに掲げる債権以外のものに区分され
る債権。

3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和
債権。

有価証券評価損益

経常利益 当期純利益

（単位：百万円） （単位：億円）

（単位：百万円）
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　有価証券評価益は、前年比2,029百万円減少し、
2,276百万円となりました。有価証券評価損は、前年比
1,033百万円増加し、1,668百万円となりました。

金融再生法開示債権・不良債権比率

　不良債権額（金融再生法ベース）は、不良債権処理の進
捗から前年比8億円減少し139億円となりました。不良
債権比率も前年比0.33%低下いたしました。
　金融再生法開示基準に基づく不良債権額は139億円、
総与信に占める割合は3.58%です。
　また、不良債権額の保全率は91.18%となっており、
未保全部分は12億円と、自己資本により十分カバーされ
ております。

預かり資産残高

　預かり資産残高は、個人年金保険等が前年比5億円増
加したものの、投資信託が前年比32億円減少したことに
より、前年比29億円減少し、407億円となりました。
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総預金・個人預金残高比率

コア業務純益

　譲渡性預金を含めた総預金残高は、譲渡性預金の減少に
より、前年比150億円減少し4,617億円となりました。個
人預金の全体に占める割合は、71.9%となっております。

公共債残高 個人年金保険等残高投資信託残高 （単位：億円）
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　銀行の安全性・健全性を示す最も代表的な指標が自
己資本比率です。
　自己資本比率は国内のみで営業している銀行の場
合、国内基準である4%以上の確保が求められておりま
す。
　2020年3月期においては、2020年3月に実施した
第三者割当増資により、前年比1.22%上昇し8.24%
となりました。
　当行の自己資本比率は国内基準4%を大きく上回っ
ており、高い安全性を維持しております。今後も収益力
を高め内部留保を積み上げることにより、自己資本の充
実を図ってまいります。

（単位：億円） （単位：％）自己資本額 自己資本比率
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貸出金・中小企業等向け貸出金比率
　貸出金は、前年比110億円増加し、3,874億円となり
ました。中小企業等向け貸出金比率は、全体の90%を占
めております。

自己資本額・自己資本比率
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預かり資産残高
　預かり資産残高は、前年同期比で9億円増加して436
億円となりました。

　有価証券残高は、838億円となりました。

公共債残高 個人年金保険等残高投資信託残高有価証券残高 （単位：億円） （単位：億円）
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　銀行の安全性・健全性を示す最も代表的な指標が
自己資本比率です。
　自己資本比率は国内のみで営業している銀行の場
合、国内基準である4％以上の確保が求められており
ます。
　2019年3月期においては、バーゼルⅢにおける
自己資本比率規制の段階適用による影響や、貸出金
が順調に伸びたことに伴うリスク・アセットの増加に
より前年同月比0.26ポイント低下し7.02％となり
ましたが、当行の自己資本比率は国内基準4％を大
きく上回っており、高い安全性を維持しております。
　今後も収益力を高め内部留保を積み上げることにより、
自己資本の充実を図ってまいります。

（単位：億円） （単位：％）自己資本額 自己資本比率
250

200

150

100

50

0

10

8

6

4

2

0

自
己
資
本
額

自
己
資
本
比
率

207

7.02

214 215 212

8.26
7.92

7.28

214

7.57

2019年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2019年
3月期

2018年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

経常利益 当期利益（単位：百万円） （単位：百万円）

582 544

790

479

1,888

705

1,069 1,009

1,311

868

2,000

1,500

1,000

500

0

　コア業務純益（除く投資信託解約損益）は、前年比215
百万円減少し、863百万となりました。

当期純利益

　当期純利益は、法人税等の減少により、前年比65百万
円増加し、544百万円となりました。
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用 語 解 説

1. コア業務純益とは

2. 経 常 利 益とは

3. 当 期 純 利 益とは

預金や貸出金、為替業務などであげた利益（業務純益）から
一時的な変動要因を除いた、銀行の本来業務での利益です。
銀行が本業を含めて普段行っている継続的な活動から得ら
れる利益です。
経常利益に特別損益と税金等を加減算した最終的な利益です。
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70.9 71.969.770.672.1

（貸出金は左軸、中小企業向け貸出金比率は右軸） （総預金残高は左軸、個人預金残高比率は右軸）
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